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2030年の日本が直面する
構造的課題

Ⅰ　2030年の日本は「自立が求められる社会」へ
Ⅱ　わが国を取り巻く「既に起こった未来」
Ⅲ　「既に起こった未来」が引き起こす事象（6つのキーワード）
Ⅳ　2030年を「明るい未来」とするための基本的な考え方

1	 本稿では、2030年のわが国が直面する構造的課題について整理する。マクロ統計や国
内外の事例から推察されるわが国の「既に起こった未来」は、明るいものとは言い難い。
すなわち、人口減少やさらなる高齢化、経済低成長といった傾向は今後も続く。その結
果、国の財政状況はますます悪化し、セーフティーネットを含む政府のさまざまな機能
は不全に陥ることが危惧される。企業・地域・国民が公に依存することは困難となり、
自立が求められる。

2	 2030年のわが国のカタチを示すキーワードとして、「『日本』と『日本人』の乖離」「格
差の固定」「国内外の都市間競争の激化」「インフラの崩壊・荒廃」「エネルギー価格の不
安定化に伴う消費・企業行動の縮小」「経常収支の悪化」という 6 つを掲げ、国民の意
識・行動、都市、エネルギー、経常収支という各テーマにおいて「公への依存の限界」

「個々の主体の自立が求められる社会の到来」の具体的な現象を表すとともに、解決・実
現のために乗り越えなければならない壁を示す。

3	 2030年において直面する課題に対して、現時点から長期的な視点をもって解決に向け
た取り組みを進めていくことが重要である。公への依存に期待するのは困難となること
から、個々の企業・地域・国民は、公から「安定」「均衡ある発展」を与えられるのを待
つのではなく、個々の主体が自立し、成長することが求められる。そのための環境整備                                           
などに早急に着手することが重要である。

2030年の日本
創立50周年記念特集
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本章では、本稿全体を貫く基本的な考え方
として、現在の延長線上にあるわが国の未来
が明るいとは言い難いことを示す。

1	 人口減少・高齢化が、経済の低成長
	 と現役世代への負担増を招く
団塊世代（1947〜49年生まれ）が80歳代前
半、団塊ジュニア世代（ここでは70年代前半
生まれとする）が60歳間近になる2030年は、
わが国が一つの転換期を迎える時期である。
国立社会保障・人口問題研究所の推計で
は、2030年の総人口は約 1億1700万人であ
り、（出生中位・死亡中位）、現在よりも約
1000万人減る。人口が現在よりも 1割近く減
少することで、多くの分野で国内市場は縮小
せざるを得ない。国際機関などによる日本の
潜在成長率の今後の見通しは年平均 1％弱と
なっており、現状のままでは急激に経済が成
長できるとは考えにくい。
また人口変動の内訳を世代別にみると、75
歳以上人口は現在と比べて約600万人増加す
る一方で、20〜64歳は約800万人減少する。
高齢者が増えることで社会保障関係費の増加
圧力が増す一方で、現役世代は減るため、現
役世代への負担はますます重くなる。

2	 2030年には「公への依存」が
	 限界を迎える
わが国の現在の国債残高は対GDP比200％
を超えており、ほかの先進諸国よりも突出し
て高い。

先に述べた通り、人口減少や経済低成長を
踏まえると、今後、歳入が自然に増加すると
は考えにくい。また高齢化が進むことによ
り、歳出は増加圧力が増す。したがって財政
状況が劇的に改善されるとは考えにくく、財
政悪化が進み、破綻もしくはその不安に陥る
可能性はますます高まるものと考えられる。
財政破綻・不安に陥った国では、年金給付
水準の見直しや付加価値税率の引き上げな
ど、社会保障の給付の削減を余儀なくされ
た。また公務員の人件費削減、教育や大規模
インフラといった重要な政府サービスについ
ても歳出の削減が行われた（表 1）。
わが国においても財政破綻・不安が高ま
り、「公への依存」が限界を迎えることで、
社会保障の給付を含む公共サービスが見直さ
れ、国民の日常生活や企業活動に支障を来す
ことが危惧される。

Ⅰ	 2030年の日本は
「自立が求められる社会」へ

表1　財政破綻・不安に陥った国・都市において発生した
主な事象や財政再建策

ギリシャ

● 2009年以降、GDPは5年連続でマイナス成長
● 2010年から失業率が10％を超えた状態が続
く（13年は27.5％）

● 年金給付年齢を2013年より、従来の65歳
から67歳へ引き上げ

● 付加価値税率を2010年7月より、21％から
23％へ引き上げ

アイルランド

● 2009年から失業率が10％を超えた状態が
続く（14年は11.4％）

● 付加価値税率を2012年1月より、21％から
23％へ引き上げ

ポルトガル

● 2009年から失業率が10％を超えた状態が
続く（14年は14.1％）

● 年金給付年齢を2014年より従来の65歳か
ら66歳へ引き上げ

● 付加価値税率を2011年1月より、21％から
23％へ引き上げ

● 公務員を8％削減

スペイン

● 2008年から失業率が10％を超えた状態が
続く（14年は24.5％）

● 付加価値税率を2012年9月より、18％から
21％へ引き上げ

出所）OECD、EU資料などより作成
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略」を公表し、人口減少が今後加速度的に進
むこと、人口減少が地方から始まり都市部へ
広がっていくこと、東京圏に過度に人口が集
中しており、今後も人口流入が続く可能性が
高いことなどを指摘している。
総人口の減少に加え、現役世代の人口減少
と高齢者の人口増加に伴い、現役世代への負
担はますます増加する。「20歳以上64歳以
下」を「現役世代」と定義すると、総人口に
占める比率は2010年時点で58.5％であるのに
対し、30年時点には53.8％まで減少する（図
1）。なお今後も対策を打たずに放置する
と、この比率は2045年には 5割を下回ると推
計されている。
また、首都圏・近畿圏と沖縄県を除く都道
府県では、2005年から10年にかけて人口が社
会減・自然減となっている（図 2）。若者が
大都市圏へ流出し（社会減）、高齢化が進む
ために人口の再生産が進まない（自然減）と
いうスパイラルは、地方都市の魅力が改善さ

本章では、近い将来高い確率で起こる事象
である「既に起こった未来注1」として人口動
態・経済成長・財政状況の見通しを踏まえ、わ
が国の経済力・財政余力が衰えることを示す。

1	 人口減少・高齢化が進む
日本の総人口は2005年に初めて減少に転
じ、11年以降は継続的に減少するようになっ
た。国立社会保障・人口問題研究所の推計に
よれば、2030年時点の総人口は現在と比べて
約1000万人減の約 1億1700万人となる。
日本創成会議が2014年 5 月に公表した「ス
トップ少子化・地方元気戦略」を機に、人口
減少問題への注目が高まっている。国は2014
年12月に「まち・ひと・しごと創生長期ビジ
ョン」と「まち・ひと・しごと創生総合戦

図1　日本の人口推移推計
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出所）国立社会保障・人口問題研究所、日本の将来推計人口（平成24年1月推計・出生中位（死亡中位）推計）より作成

Ⅱ	わが国を取り巻く
	 「既に起こった未来」
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今後もその傾向は続くと考えられる。
世界における日本のGDPの比率を見ると、
1994年には17.8％を占めていたが、その後は
その割合は低下している。2005年に10％を下
回り、14年時点では6.1％まで減少し、この
減少傾向は今後も続くと予測されている（図
3）。すなわち、世界における日本の相対的
な存在感は下がっていくものと言わざるを得
ない。
わが国にとって貴重なセールスポイントで
あった経済力が低迷し、世界における存在感
が低下していくと、国内外のヒト・モノ・カ
ネ・情報をわが国に吸引する魅力が下がって
いくことが危惧される。

3	 財政悪化が進み、
	 財政支出の余力が弱まる
日本の債務残高は拡大の一途をたどってい
る。国の公債残高は2014年度末で780兆円、
国および地方の長期債務残高の合計は1010兆

れない限り今後も続くと考えられる。

2	 世界における日本の存在感が
	 低下する
日本経済は長期にわたって低迷しており、

図2　2005～ 10年の都道府県別人口増加
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出所）国立社会保障・人口問題研究所, 人口統計資料集（平成26年版）
より作成

図3　全世界におけるわが国のGDPが占める比率（名目GDP・USドル）の推移
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民 1人当たり約86万円）であるのに対し、国
の試算によれば25年には148.8兆円（同123万
円）まで膨れ上がる（図 5）。
わが国の財政は他国と比べても既に危機的
な状況にあり、かつ今後も固定的な支出が大
きく増える要因を抱えている。そのために財
政支出の余力が弱まることが危惧される。

円となっている。日本の国債残高は2012年時
点で対GDP比238％となっており、ほかの先
進諸国と比較しても突出して高い（図 4）。
2030年には団塊の世代が80歳を超え、平均
寿命とほぼ同程度となることから、社会保障
にかかる費用が増加するものと考えられる。
2012年時点の社会保障給付金は109.5兆円（国

図4　債務残高（対GDP比）の国際比較
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図5　社会保障給付金の推移予測
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日本の2012年正社員給与水準は購買力平価
（PPP）ベースでアメリカの6割程度と、韓国
を下回る水準である。そして2000〜12年の給
与水準がマイナス成長なのは、主要国では日
本、イタリア、ポルトガルのみである。ま
た、日本は依然として「年功序列」の給与体
系が根強く残っており、50代と20〜30代の給
与水準に大きな乖離が存在する。さらに、年
齢を重ねることによる賃金上昇率は年々下が
っている（図 6）。
給与水準とその成長率の低さ、依然として
年功序列が根強く残る日本の労働市場は、
2030年を牽引するであろう日本人の現役世代
を惹き付けることができるのであろうか。ま
た海外の人材からみて日本は魅力ある労働の
場といえるのであろうか。人口減少下におい
て経済社会制度を維持・向上させるための処
方箋は、生産性向上のほかない。その生産性
向上に欠かすことのできない優秀な人材を引
き留め、惹き付けることができなければ、
2030年の「日本」はより暗い未来を迎えるこ
とになる。

（2）	高度人材を惹きつける労働環境の創出

が必要

2030年までに進むであろう、「ヒト」のグ
ローバルな移動そのものを止めることはでき
ない。そこで日本が取り組むべきことは、日
本および外国の高度人材を惹きつける労働環
境の創出である。企業は給与水準・給与体系
を見直すほか、能力・意欲のある人材には、
年齢・国籍・性別を問わず裁量権やプロモー
ション機会を与える人事制度の構築に早急に
取り組む必要がある。また、国としても研
修・技能実習制度の見直しなどの短期的な視

本章では、前章で示した「国の経済力・財
政余力の衰退」によって引き起こされる特徴
的な6つの事象について述べる。いずれも早
急に対策を取らなければならない、重要な課
題である。

1	「日本」と「日本人」の乖離
（1）	現役世代を中心とした人材の海外流出

が進む

過去を遡ると、国土全体としての「日本」
の成長戦略と「日本企業」の成長戦略は、同
じ方向を向いていた。「護送船団方式」とい
う言葉はその象徴といえる。しかし、製造業
を中心に海外生産拠点・海外マーケットへの
依存度の高まりにより、日本と日本企業の成
長戦略は必ずしも一致しなくなった。
2030年を見据えると、「日本」と「日本企
業」の乖離に見られる現象が、「日本」と
「日本人」の間にも起こる可能性がある。こ
れまで、日本の成長戦略を考える上で、「日
本」と、そこで働き・生活する「日本人」
は、ほぼ同一のものとして捉えられてきたと
いえる。しかし、「カネ」・「モノ」のグロー
バルな移動と同様に、「ヒト」のグローバル
な移動も、日本で起こる可能性がある。グロ
ーバルな「ヒト」の移動そのものは問題では
ない。問題は日本から優秀な人材が流出する
一方で、海外から優秀な人材が流入しない、
いわゆる「ブレイン・ドレイン」が起こるこ
とである。

Ⅲ	「既に起こった未来」が
	 引き起こす事象
（ 6つのキーワード）
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は新興国・発展途上国の低技能労働者との厳
しい競争にさらされ、低下圧力がますます高
まることは避け難い。その結果として、低技
能労働者≒低所得者（世帯）が、結婚・出産
をしても、可処分所得の中から教育関連費に
充てられる金額は限られるであろう。つま
り、前述した親世代の年収格差拡大が、子世
代の年収格差拡大を生じさせる「格差の固
定」が生じる可能性が示唆される。

（2）	「公」による教育機会の

	 平等性担保が必要

選択肢の質・量が豊富な日本社会を目指す
上で、「格差の固定化」は確実に乗り越える
必要のある課題である。教育機会の平等性
は、国家として最低限保証すべき事項といえ
る。よって、第Ⅱ章で整理したように、たと
え「公」の力が低下しても、「格差の固定」
を回避するための公的な教育関連支出は維

点だけでなく、長期的な視点に立った高度人
材受け入れ制度の整備に取り組む必要があ
る。

2	 格差の固定
（1）	低技能労働者の所得水準が低下し、

	 子世代へ連鎖する

日本人の最終学歴別の平均年収をみると、
大学・大学院卒（男性）は中学卒（男性）の
約1.7倍、高校卒の約1.4倍となっており、女
性はさらにその差が大きい。また、文部科学
省が2014年に発表したデータでは、全国学力
テストの成績と親の最終学歴は高い相関関係
にあることが明らかとなっている（図 7）。
この 2つのデータから一般的にではある
が、親世代の学歴が子世代の学歴および年収
に大きく影響を与えていると結論付けられる。
2030年を見据えると、グローバル化のさら
なる進展によって、低技能労働者の給与水準

図6　2000～ 12年の各国正社員給与水準における成長率と2012年の給与水準
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的に公共投資を行ってきた。しかし、結果的
に、三大都市圏への集中に歯止めをかけるこ
とはできていない。
たとえば、1982年の東北新幹線開業前後に
おける宮城県の人口流動を見ると、東北地方
に対しては流入超過の状況が若干強まる一
方、東京圏に対しては流出超過の状況に拍車
がかかっている（次ページの図 8）。つま
り、新幹線開業により、東北地方における宮
城県の求心力は若干高まったものの、東京に
対してはストロー効果により人口が吸い取ら
れてしまったと見られる。

（2）	各都市が自らの競争力の源泉を見極め、

徹底的に強化していくことが必要

東京は、2030年においても人口・経済規模
の両面で世界最大の都市であり続けると予測
される（2025年の世界の上位12都市圏の人口
GDPは次ページの表 2）。また、東京は、北

持・拡大する必要がある。

3	 国内外の都市間競争の激化
（1）	国内外で都市間競争が激化し、

	 競争力の弱い都市は淘汰されていく

今後、自由貿易協定（FTA）、経済連携協
定（EPA）といった通商上の障壁が撤廃さ
れたり、格安航空会社（LCC）などの交通ネ
ットワークの発達が進んだりすると、世界レ
ベルで「ヒト」・「モノ」の移動の自由度は高
まっていく。また、国内でもリニア中央新幹
線の開通、LCCの普及などにより、移動の自
由度は高まっていく。すると、国内外で都市
間競争は激しさを増し、求心力のある都市に
「ヒト」・「モノ」、そして「カネ」が集まって
いくことになる。
ここ数十年、日本政府は三大都市圏（首都
圏、中京圏、近畿圏）への集中を是正し、国
土の均衡ある発展を促すため、地方部へ重点

図7　最終学歴別平均年収（左）、親の学歴と子どもの学力テスト成績の関係性（右）
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※公立中学3年生を対象とした調査結果
出所：（左）厚生労働省　2012年「賃金構造基本統計調査」より作成

（右）文部科学省　2013年度「学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究」より作成
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などにより、ビジネスをしやすい環境を整え
ていくことが重要である。
地方都市を取り巻く環境はより厳しい。
2027年にリニア中央新幹線が整備されると、
地方都市だけでなく名古屋・大阪からも流出
が進み、東京の独り勝ちになる恐れがある。
もはや国には、「国土の均衡ある発展」を下

京と並ぶ世界最大のグローバル企業本社の集
積地でもある注2。
この市場規模の大きさや企業集積といった
強みを活かして（強みがあるうちに）、海外
から投資を呼び込む必要がある。企業に選ば
れる都市になるためには、法人税の引き下げ
や英語の普及促進（第二公用語化も含めて）

図8　人口の純流動（宮城県）

1955年 60 65 70 75 80 85 90 95 2000 05 10
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人

対岩手・福島県

対東京圏

1982年 東北新幹線開業

対その他東北

出所）住民基本台帳人口移動報告より作成

表2　2025年における世界の上位10都市圏

順位 2025年人口（百万人） 2025年GDP（十億ドル）

1 東京 38.7 東京 1,981 

2 デリー 32.9 ニューヨーク 1,915 

3 上海 28.4 ロサンゼルス 1,036 

4 ムンバイ 26.6 ロンドン 821 

5 メキシコ市 24.6 シカゴ 817 

6 ニューヨーク 23.6 サンパウロ 782 

7 サンパウロ 23.2 メキシコ市 745 

8 ダッカ 22.9 パリ 741 

9 北京 22.6 上海 692 

10 カラチ 20.2 ブエノスアイレス 651 

出所）PricewaterhouseCoopers「UK Economic Outlook」、国際連合「World Urbanization Prospects, the 2011 Revision」をもとに作成
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海外では、数十年も前からこうしたインフ
ラの崩壊が顕在化していたが、日本でも、高
度経済成長期に集中的に建設されたインフラ
が、既に建設後70年を経過し、老朽化が深刻
になってきている。
インフラの老朽化に伴い、これから2030年
に向けて、そしてそれ以降も、補修、更新に
必要な費用は右肩上がりに増加し、新たな価
値を生み出すための投資はますますしにくく
なることが想定される（図 9）。また、厳し
い政府財政の下、インフラへの投資は抑制さ
れ、必要な補修、更新すらできていないのが
実態である。

（2）	政府は更新投資の取捨選択と

	 民間参入の促進を図るべき

インフラの崩壊を防ぐには、劣化状況を地
道にモニタリングし、計画的に補修を行って

支えする余力はなく、国の「カネ」を投下し
て東京への一極集中に歯止めをかけることは
難しい。地方都市が国内の都市間競争の中で
生き残っていくためには、それぞれの都市が
自らのアイデンティティーを見極め、特区な
どの制度を最大限活用してそれを磨き、戦略
的に勝ち残っていくことが求められる。

4	 インフラの崩壊・荒廃
（1）	インフラの老朽化に伴う

	 クライシスのリスクが高まっている

日本ではこれまで、道路や水道といったイ
ンフラは常にメンテナンスされた状態で問題
なく使えることが当たり前と思われてきた。
ところが、2012年に笹子トンネル事故が発生
し、われわれの生活を支えるインフラが突如
崩壊する可能性があるという現実が突き付け
られた。

図9　過去のインフラ投資額と今後の更新必要額
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注1）「交通基盤」は道路・港湾・航空・地下鉄・民鉄、「国土保全」は治水・治山・海岸、「農林漁業」は農業・林業・漁業、「水・廃棄物」は上水道・
工業用水道・下水道・廃棄物処理、「公共施設」は公営住宅・都市公園・学校・官庁営繕・医療福祉施設を指す

注2）2010年以前は新設・更新費用の合計、2011年以降は更新費用のみ
出所）総務省「行政投資実績」より作成
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悪化に伴う設備投資の抑制、サービス品質の
低下、ひいては倒産などにもつながりかねな
い。

（2）	徹底的な省エネと新エネの普及を促す

イノベーションが必要

エネルギー価格の不安定化による消費生活
行動や企業行動への影響を最小限に抑えるた
めの方策として、エネルギー消費をできる限
り減らすことと、再生可能エネルギーの普及
を促すことが挙げられる。GDP当たりの一
次エネルギー消費量を比較すると、日本は世
界で最もエネルギー効率が優れており、省エ
ネ先進国として世界を牽引してきた。
東日本大震災直後の電力需給逼迫時に見ら
れたように、我慢を強いる過剰な省エネルギ
ーは国民生活や経済成長にマイナスの影響を
及ぼす。国民生活や経済成長とのバランスを
見極めつつ、官民が一体となって技術や制
度、サービス面でのイノベーションを起こす
必要がある。たとえば、水素エネルギー利用
に関する技術開発や実用化、インフラ・社会
制度の整備を世界に先駆けて実践していくこ
とが考えられる。最近のように、エネルギー
価格の減少局面においては、政府や企業はそ
の余資を省エネ・新エネ関連の研究開発や設
備導入に積極的に投資し、将来の上昇局面に
備えることも重要である。

6	 経常収支の悪化
（1）	輸出競争力の低下などにより

	 経常収支が減少・赤字化する可能性

わが国の経常収支は、2007年以降急速に減
少している（次ページの図11）。貿易収支の
過去最大の赤字を所得収支（海外資産が生み

いく以外に方法はない。そうはいっても政府
の財源には限りがあり、すべてのインフラに
手をかけていくのは難しい。
そこで、稼働率が低下したインフラは思い
切って廃止するなど、投資の「選択と集中」
を行うことが求められる。そのためには、イ
ンフラを利用する市民の側も意識を改め、我
田引水の発想でインフラ管理者に苦情・要望
を突き付けたり、必然性の乏しい公共投資を
要求したりするのは控える必要がある。
また、民間が運営できる（すなわち料金を
徴収できる）インフラは、資金調達から管理
運営まで民間に任せてしまうことも有効であ
る。インフラ事業に対する資金の出し手であ
る「インフラファンド」の市場規模は、世界
的に拡大傾向にある。こうしたことを考える
べきであろう。

5	 エネルギー価格の不安定化に
	 伴う消費・企業行動の縮小
（1）	エネルギー価格の不安定化により、消

費生活行動や企業行動に制約が生じる

新興国を中心としたエネルギー需要の拡
大、地域紛争、経済状況による需要の変動、
投機対象化などにより、原油価格は国際情勢
の変化に敏感に反応し、価格変動が激しくな
っている（図10）。
資源を持たない日本にとって、エネルギー
価格の不安定化は死活問題となる。東日本大
震災以降の火力発電用途の液化天然ガス
（LNG）輸入増は、貿易収支の赤字の大きな
要因となっている。また、今やエネルギーな
しに国民生活や企業活動を行うことは不可能
であり、エネルギー価格の高騰は、消費行動
の抑制に伴う生活の質の低下や、企業収益の
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面・コスト面での輸出競争力の低下が指摘さ
れている。

（2）	所得収支拡大に向け、

	 海外ストックを効率的に運用して

	 儲ける仕組みづくりが必要

貿易収支が赤字基調で推移している現在、
経常収支に占める所得収支の割合が高まって
おり、貿易収支の改善に加えて、所得収支の
拡大を図っていくことが重要となる。

出す利子や配当などの収益）で補い、何とか
黒字を維持している状況にある。経常収支の
減少や赤字化が続けば、日本は国際的な信用
力を失う可能性も考えられる。
貿易収支の赤字の主な要因は、直近の世界
景気の減速などを背景とした輸出の減少と、
火力発電用途のLNG需要増などを背景とし
た輸入の増加にあるが、中長期的な視点から
も、これまで日本の強みとしてきた電気機械
や精密機械などにおいて、日本企業の技術

図10　原油価格の動向
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出所）資源エネルギー庁総合エネルギー調査会資料
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受取規模は低水準にある（図12）。特に、相
対的に収益率の高い直接投資収益の割合が低
く、直接投資収益率自体もほかの先進国に比
べて低い。人口減少や少子高齢化の進展によ
り内需が縮小していくわが国においては、国
内への投資に加えて、日本企業による対外直
接投資を拡大しつつ、収益率を高め、海外ス
トックを効率的に運用して儲ける仕組みへの
体質改善が求められる。
また、国内には1600兆円の個人金融資産が
あり、一部を外貨預金や投資信託、上場株式
といったリスク性資産に振り向け、最適なポ
ートフォリオを構築するよう、政府や企業が
税制や年金制度の改革などにより誘導してい
くことも考えられる。同時に、日本の国債を
はじめとする資産の安全性を売りにして、リ
スク性資産に配分した分を海外からの資金流
入により補完することも重要である。所得収支の大半を占めるわが国の投資収益

は、米国と比較して、収支では高水準だが、

図12　投資収益の日米比較

日本
6.1%

米国
9.0%

直接投資収益率
（2001～ 11年平均）

─600

─400

─200

0

200

400

600

800

1,000
10億ドル

証券投資収益

直接投資収益

直接投資収益

証券投資収益

その他投資収益

受
取

支
払

証券投資収益

直接投資収益

直接投資収益

証券投資収益

その他投資収益

出所）IMF、CEICデータベースより作成

図11　日本の経常収支の推移
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識を持つのではなく、「自らの将来を自ら切
り拓く」という主体的な意思・責任感を持つ
ための教育や啓発を進め、具体的な行動を促
していくことにより、2030年を「明るい未
来」にするために努めていくことが重要であ
る。

注

1	 経営学者ピーター・ドラッカーの著書の邦題
（1994年発売）

2	 Fortune500（2014年）によると、上位5都市は、
北京（52社）、東京（41社）、ニューヨーク（18
社）、ロンドン（18社）、パリ（17社）である
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大沼健太郎（おおぬまけんたろう）
社会システムコンサルティング部兼未来創発セン
ター　上級コンサルタント
専門は、住宅政策、防災政策、被災地を中心とした
地方経済・社会の支援など

岡村　篤（おかむらあつし）
社会システムコンサルティング部上級コンサルタント
専門は、産業分析・産業政策立案、観光・MICE誘
致戦略策定など

小林庸至（こばやしようじ）
社会システムコンサルティング部上級コンサルタント
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本稿ではまず第Ⅱ章において、主にマクロ
統計に基づいて「既に起こった未来」を整理
した。すなわち、人口減少・高齢化や経済低
成長により、財政状況が悪化し、公への依存
が限界を迎えることを示した。その上で第Ⅲ
章では、2030年に生じる特徴的な事象を6つ
のキーワード（優秀な人材の海外流出、国民
間の経済格差の拡大・固定、国内外の都市間
競争の激化、インフラの崩壊・荒廃、エネル
ギー価格の不安定化に伴う消費生活行動・企
業行動の制約リスクの高まり、経常収支の悪
化）で整理した。このようにわが国の構造
は、2030年に向けてさまざまな課題を引き起
こす。
公が有効に機能していた時代においては、

「国民生活・企業活動の安定」「均衡ある発
展」が実現できていた。しかし今後は公への
依存に期待するのは困難となることから、
個々の主体である企業・地域・国民が自立
し、成長し、自らの力で生きていくことが求
められる。
個々の主体が成長していくためには、①

「勤勉な国民性」「高い教育水準」「高い品
質」といった日本の強みを維持・伸長させる
こと、②能力・意欲のある主体が積極的に新
たな取り組みに挑むため、雇用の流動化や再
チャレンジの保障といった環境を整備するこ
と、③海外の成長を日本の成長につなげるた
めの市場開放、が重要となる。
これらの取り組みに早急に着手するととも
に、個々が他者まかせや責任転嫁といった意

Ⅳ	2030年を「明るい未来」と
	 するための基本的な考え方


